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薬局との医療措置協定締結の協議について（通知） 

 
 
平素より本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、標記の件について、福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課より別

添のとおり連絡がありましたのでお知らせいたします。 

改正感染症法に基づく医療措置協定に係る事前調査（薬局）については、令和

５年７月３１日付５福薬業発第２１２号にて通知し、調査の実施にご協力いた

だきありがとうございます。 
福岡県では、協定締結の意向を示した薬局に対し、別添（通知及び各薬局の情

報が記載された協定書（案））を送付し、協定を締結した場合は、「第二種協定指

定医療機関」として指定を行われる予定です。 
なお、協定を締結した薬局の情報や協定締結に関する手続き（新規・変更・廃

止）は、近日開設予定の下記福岡県ホームページにて随時掲載する予定とのこと

です。 
ご多忙とは存じますが、貴会会員へのご周知方よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 
【医療措置協定についての本県ホームページ URL】 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/iryousotikyoutei.html 

※２月２６日頃開設予定 

 

以 上 

 
 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/iryousotikyoutei.html


  公印省略  

５疾病第８８５３号  

令和６年２月１９日  

 

公益社団法人福岡県薬剤師会長 殿 

 

福岡県保健医療介護部長      

（ が ん 感 染 症 疾 病 対 策 課 ）       

 

 

薬局との医療措置協定締結の協議について（通知） 

 

 

本県の保健医療行政の推進につきましては、平素から格別の御協力を賜り厚くお礼

申し上げます。 

さて、令和５年７月２８日付５疾病第３７６６号福岡県保健医療介護部長通知「改

正感染症法に基づく医療措置協定に係る事前調査（薬局）について」及び令和６年１

月５日５疾病第７７２４号福岡県保健医療介護部長通知「改正感染症法に基づく医療

措置協定に係る事前調査（薬局）について（その２）」により、貴会御協力のもと、薬

局の医療措置協定締結の意向について調査を実施したところです。 

今般、協定締結の意向を示した薬局に対し、別添（通知及び各薬局の情報が記載さ

れた協定書（案））を送付し、協議することとしましたので、お知らせします。本協議

により、協定書（案）のとおり協定を締結した場合は、「第二種協定指定医療機関」と

して指定を行う予定です。 

なお、協定を締結した薬局の情報や協定締結に関する手続き（新規・変更・廃止）

は、近日開設予定の次の本県ホームページにて随時掲載する予定ですので併せてお知

らせします。 

 

【医療措置協定についての本県ホームページ URL】 

   https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/iryousotikyoutei.html 

 

 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kyouteiteiketu-iryoukikan.html


  公印省略  

５疾病第８６９６号  

令和６年２月１９日  

薬局の管理者 殿 

 

福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課長 

 

医療措置協定の締結について（協議） 

 

本県の保健医療行政の推進につきましては、平素から格別の御協力を賜り厚くお礼

申し上げます。 

さて、「改正感染症法に基づく医療措置協定の締結に係る事前調査」により、貴薬局

の協定締結の意向等について確認させていただきました。 

当該意向を踏まえ、貴薬局と別添協定書（案）のとおり協定を締結させていただき

たいので、協定締結の意思等について下記のとおり御回答くださるようお願いします。 

 

記 

 

１ 回答方法 

  「３ 回答上の注意事項」及び「別添協定書（案）」を確認し、ふくおか電子申請サー

ビスで回答の入力をお願いします。 

【ふくおか電子申請サービス回答入力用 URL】 

  https://shinsei.pref.fukuoka.lg.jp/SksJuminWeb/EntryForm?id=z0hEUMfO 

 
 
 
 
 

 ※ 設問数は最大１２問で、次の設問の選択肢によって設問数が変わります。 
協定の締結について 次のいずれかを選択してください。 
１ 協定書（案）のとおり協定を締結することに合意する → 設問数１２問 
２ 内容修正を希望する     → 設問数 ９問 
３ 協定を締結しない     → 設問数 ６問 
 

２ 回答期限 

令和６年３月８日（金） 

 

３ 回答上の注意事項 

〇 協定を締結した場合、本県は貴薬局を第二種協定指定医療機関に指定します（協定

に基づき実施する医療は、公費負担医療の対象となります）。 

そのため、協定を締結することに合意していただく場合は、次の２点を改めて御確認

ください。 

https://shinsei.pref.fukuoka.lg.jp/SksJuminWeb/EntryForm?id=z0hEUMfO


 

・ 貴薬局の開設者が第二種協定指定医療機関に指定されることに同意している。 

・ 貴薬局が次の第二種協定指定医療機関の指定要件を満たしている。 

第二種協定指定医療機関の指定要件 
【感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３８条第２項の規定に基づく厚

生労働大臣の定める感染症指定医療機関の基準（平成１１年厚生省告示第４３号）】 

・ 当該薬局に所属する者に対し、最新の知見に基づく適切な感染の防止のた
めの措置その他必要な措置を実施することが可能であること 

・ 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、当該薬局の所在
地を管轄する都道府県知事の要請を受け、通知又は医療措置協定の内容に応
じ、外出自粛対象者に対する医療として調剤等を行う体制が整っていると認
められること 

 

〇 協定を締結することに合意する旨の回答をした場合、回答内容に不備がなければ、

当該回答をした日が協定締結日となります。 

〇 協定を締結した場合、「協定締結日」「薬局名称」「保険薬局番号」「協定書（案）第３

条に記載された医療措置の内容」「第二種協定指定医療機関への指定状況」を、本県ホ

ームページで公表します。締結後の協定書は送付しませんので、御留意ください。 

〇 協定締結後には、本県の内部手続きを経て、貴薬局を第二種協定指定医療機関に指

定し、指定書を郵送します。到着までには時間を要することがありますので、御了承く

ださい。 

〇 協定内容を変更する場合の手続き、その他協定に関する重要事項についての最新情

報は随時本県ホームページに掲載しますので、御確認ください。 

【医療措置協定についての本県ホームページ URL】 

   https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/iryousotikyoutei.html 

 

 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kyouteiteiketu-iryoukikan.html


 
協定書番号【«H協定書番号»】 

 

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症に係る 

医療を提供する体制の確保に必要な措置に関する協定書（案） 

 

福岡県知事（以下「甲」という。）と«A薬局名称»の管理薬剤師（以下「乙」という。）は、次

のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症（以下「新型イン

フルエンザ等感染症等」という。）に係る発生等の公表が行われたときから新型インフルエン

ザ等感染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間（以下「新型インフルエン

ザ等感染症等発生等公表期間」という。）に、甲の要請に基づき、乙において、新型インフル

エンザ等感染症等に係る医療を提供する体制の確保に必要な措置を迅速かつ適確に講ずること

により、甲が新型インフルエンザ等感染症等の医療提供体制を確保することを目的とする。 

 

（医療措置実施の要請） 

第２条 甲は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において、地域の感染症医療提供

体制等を勘案し、必要があると認めるときは、乙に対し、次条に定める医療措置を講ずるよう

要請するものとする。 

 

（医療措置の内容） 

第３条 乙は、前条の規定による甲からの申請に基づき、自宅療養者等への医療の提供及び健康

観察に係る医療措置を講ずるものとする。 

対応時期 

（目途） 

流行初期期間経過後（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行

われてから６か月以内） 

対応の内容 

 

服薬指導、薬剤の配送等 

※ 対面以外で対応可能な服薬指導の方法 

«B電話»          «Cオンライン» 

 

※ 対応可能な対象者 

  かかりつけ患者     «Dかかりつけ患者以外の患者»  

«E高齢者施設入所者»    «F障がい者施設入所者»  

 

※ 健康観察の対応 

  «G健康観察対応» 

 

（措置に要する費用の負担） 

第４条 第３条に基づく措置に要する費用については、福岡県の予算の範囲内において、甲が乙

に補助を行うものとする。なお、その詳細については、新型インフルエンザ等感染症等が発生

した際に、その感染症の性状に合わせて定めるものとする。 

 

（新型インフルエンザ等感染症等に関する最新の知見についての情報提供等） 

第５条 甲は、国から新型インフルエンザ等感染症等に関する対応方法を含めた最新の知見につ

いて情報を得た場合は、速やかに乙へ情報提供するものとする。 

２ 乙は、前項の情報も踏まえ、甲からの第２条の要請に備えて、必要な準備を行うものとする。 



 
３ 新型インフルエンザ等感染症等発生・まん延時において、新型インフルエンザ等感染症等の

性状のほか、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染症対策物資等の確保の状況な

どが事前の想定とは大きく異なる事態の場合として、国においてその判断が行われた場合は、甲

は、協定の内容について機動的に変更する又は状況に応じ柔軟に対応を行うことについて、乙と

速やかに協議を行うものとする。 

 

（協定の有効期間及び変更） 

第６条 本協定の有効期間は、締結日から令和９年３月31日までとする。ただし、本協定による

有効期間満了の日の30日前までに、甲と乙のいずれからも更新しない旨の申し出がない場合に

は、同一条件により３年間更新するものとし、その後も同様とする。 

２ 第３条に定める医療措置の内容その他この協定の内容を変更する場合、甲又は乙の申し出に

より協議するものとする。 

 

（協定の措置を講じていないと認められる場合の措置） 

第７条 甲は、乙が、正当な理由がなく、第３条に基づく措置を講じていないと認めるときは、

乙に対し、感染症法に基づく措置を行うことができるものとする。 
※「正当な理由」の例 ⑴医療機関内の感染拡大等により、医療機関内の人員が縮小している 

⑵ウイルス性状等が事前想定と大きく異なり、患者一人に要する人員が異なる 
⑶感染症以外の自然災害等により、人員や設備が不足している 

 

（協定の実施状況等の報告） 

第８条 乙は、甲から本協定に基づく措置の実施の状況及び当該措置に係る当該薬局の運営の状

況その他の事項について報告の求めがあったときは、速やかに当該事項を報告するものとする。

この場合において、電磁的方法（Ｇ－ＭＩＳ）により報告を行うよう努める。 

 

（平時における準備） 

第９条 乙は、第３条の措置を迅速かつ適確に講ずるため、平時（新型インフルエンザ等感染症

等の発生前）において、年１回以上、次に掲げる準備を行うよう努めるものとする。 

一 乙の薬局において、最新の科学的知見に基づいた適切な知識を本協定の措置の実施にかか

わることが見込まれる医療従事者等が習得することを目的として、研修を実施する、又は、

外部の機関が実施する薬局向け研修に当該医療従事者等を参加させること。 

二 措置を講ずるに当たっての訓練を、乙の薬局において実施する、又は、外部の機関が実施

する訓練に本協定の措置の実施にかかわることが見込まれる医療従事者等を参加させること。 

三 措置を講ずるに当たっての乙の薬局における対応の流れを点検すること。 

 

（疑義等の解決） 

第10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲と乙とが協議し

定めるものとする。 

 

この協定は甲乙双方の合意によって成立するものとする。 

 

 令和  年  月  日     甲 福 岡 県 知 事：服部 誠太郎 

乙 薬 局 名 称： 

薬 局 所 在 地： 

管 理 薬 剤 師： 

保険薬局番号： 

Ｇ－ＭＩＳＩＤ： 

 


